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１-１ 保険税の構成と現状
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１-２ 道内他市の保険税率（令和5年度）
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市名

医療分 支援分 介護分

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

札 幌 9.39 17,890 30,950 3.10 5,920 10,250 2.69 5,510 7,510

旭 川 8.22 26,220 26,700 2.76 8,840 9,000 2.25 8,730 6,680

函 館 9.39 25,550 22,550 3.02 8,290 7,320 2.64 8,480 5,840

苫小牧 7.88 16,700 29,900 2.81 8,600 6,600 2.23 6,800 6,400

帯 広 7.69 26,920 26,640 2.60 9,110 9,020 1.85 9,830 7,050

釧 路 9.17 27,100 22,400 2.91 8,700 7,200 2.37 8,200 5,200

江 別 8.30 24,000 25,500 1.70 5,300 6,000 1.80 9,600 －

北 見 6.90 26,300 21,800 2.50 8,800 7,100 1.80 8,800 6,000



１-３ 保険税率の改正案の作成について
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①令和１２年度には、全道統一の保険税率が導入される予定であり、納付
金を収めるために必要な理論値である標準保険税率に本市の税率も近づ
けていく必要がある

②標準保険税率より本市の税率が高い項目については、税率を据え置きと
し、医療分の均等割額の増額の抑制にあてることで、低所得世帯、多人数
世帯の負担軽減を図る

③基金を活用することで税率の引き上げ幅を抑える。ただし、令和１２年度
の全道統一保険税率の導入までに、本市では令和６年度、令和９年度の税
率改正を予定しており、令和９年度の保険税率改正に備え、一定の基金残
高（６~８億円）を確保しておく必要がある

④保険税額の激変緩和策として、段階的な保険税率の引き上げを検討する

保険税率案については以下の点を考慮し作成



１-４ 標準保険税率との比較について
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医療分 支援分 介護分

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

現 行 7.88％ 16,700円 29,900円 2.81％ 8,600円 6,600円 2.23％ 6,800円 6,600円

① 標 準
保 険 税 率

8.83％ 28,649円 29,074円 2.69％ 8,980円 9,113円 1.94％ 8,949円 6,915円

増 減 +0.95％ +11,949円 ▲826円 ▲0.12％ +380円 +2,513円 ▲0.29％ +2,149円 +315円

R5末残高 R6末残高 R7末残高 R8末残高

現 行 9.6億円 5.2億円 0.7億円 ▲3.7億円

① 標 準
保 険 税 率 9.6億円 10.0億円 10.5億円 11.0億円

【現行税率と標準保険税率の比較】

【基金残高の見込み】



１-５ 改正案の基本的な考え方について
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医療分 支援分 介護分

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

現 行 7.88％ 16,700円 29,900円 2.81％ 8,600円 6,600円 2.23％ 6,800円 6,600円

① 標 準
保 険 税 率

8.83％ 28,649円 29,074円 2.69％ 8,980円 9,113円 1.94％ 8,949円 6,915円

【現行税率と標準保険税率の比較】

医療分 支援分 介護分

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

基本改正案 8.83％ 激変緩和 29,900円 2.81％ 8,900円 9,100円 2.23％ 8,900円 6,900円

【基本改正案】



１-６ 税率改正案について①
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医療分 支援分 介護分

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

現 行 7.88％ 16,700円 29,900円 2.81％ 8,600円 6,600円 2.23％ 6,800円 6,600円

改正案②
医 療 分 均 等 割
2 5 , 0 0 0 円

8.83％ 25,000円 29,900円 2.81％ 8,900円 9,100円 2.23％ 8,900円 6,900円

改 正 案 ③
医 療 分 均 等 割
2 3 , 0 0 0 円

8.83％ 23,000円 29,900円 2.81％ 8,900円 9,100円 2.23％ 8,900円 6,900円

R5末残高 R6末残高 R7末残高 R8末残高

現 行 9.6億円 5.2億円 0.7億円 ▲3.7億円

改正案② 9.6億円 9.4億円 9.2億円 9.0億円

改正案③ 9.6億円 8.8億円 8.1億円 7.3億円

【基金残高の見込み】



１-７ 税率改正案について②
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医療分 支援分 介護分

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

現 行 7.88％ 16,700円 29,900円 2.81％ 8,600円 6,600円 2.23％ 6,800円 6,600円

改正案④
医 療 分 均 等 割
2 5 , 0 0 0 円

8.83％

R6 20,000円

29,900円 2.81％ 8,900円 9,100円 2.23％ 8,900円 6,900円R7 22,500円

R8 25,000円

改 正 案 ⑤
医 療 分 均 等 割
2 3 , 0 0 0 円

8.83％

R6 20,000円

29,900円 2.81％ 8,900円 9,100円 2.23％ 8,900円 6,900円R7 21,500円

R8 23,000円

R5末残高 R6末残高 R7末残高 R8末残高

現 行 9.6億円 5.2億円 0.7億円 ▲3.7億円

改正案④ 9.6億円 8.0億円 7.1億円 6.8億円

改正案⑤ 9.6億円 8.0億円 6.8億円 6.0億円

【基金残高の見込み】



１-８ 保険税率の改正の影響額について
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単身70歳
所得４３万円以下

改正前
改正後 （ ）は前年度比

年度 改正案④ 改正案⑤

18,400円

R6 20,300円（+1,900円） 20,300円（+1,900円）

R7 21,100円（ +800円） 20,800円（ +500円）

R8 21,800円（ +700円） 21,200円（ +400円）

夫婦４０歳
子ども１０歳 2人
夫 給与収入３００万円
妻 収入無

改正前
改正後 （ ）は前年度比

年度 改正案④ 改正案⑤

331,400円

R6 363,900円（+32,500円） 363,900円（+32,500円）

R7 371,900円（+8,000円） 368,700円（+4,800円）

R8 379,900円（+8,000円） 373,500円（+4,800円）

夫婦７０歳
夫 年金収入２５０万円
妻 収入無

改正前
改正後 （ ）は前年度比

年度 改正案④ 改正案⑤

173,200円

R6 190,200円（+17,000円） 190,200円（+17,000円）

R7 194,200円（+4,000円） 192,600円（+2,400円）

R8 198,200円（+4,000円） 195,000円（+2,400円）



２ 今後のスケジュール
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日 程 内 容

令和5年 8月8日 国保運営協議会へ税率及び限度額改正について諮問

9月中旬 市議会定例会 概要説明

10月上旬 パブリックコメントの実施

12月上旬 市議会定例会 条例改正案提出

令和６年４月 改正後税率及び限度額の適用開始


